
国家公務員制度改革の課題認識、基本理念と必要とされる機能 

課題認識 基本理念 必要とされる機能 基本法に規定される人事局の役割 備考（関連制度の現状等） 

①内閣、内閣総理大臣及び各大臣を補佐

する役割を適切に果たす国家公務員 

➣国家戦略スタッフ、政務スタッフの

整備（特別職） 

 ・内閣総理大臣補佐官、内閣官房副長官補、秘書官

等(特別職)、内閣審議官、内閣参事官等(一般職)

・副大臣、政務官、秘書官（特別職）、大臣官房審

議官等（一般職） 

②幹部職員、管理職員の新たな制度   

➣幹部職員の任用について、官房長官

が適格性審査、候補者名簿を作成 

➣各大臣は、内閣総理大臣及び内閣官

房長官と協議した上で幹部の任免 

幹部職員の適格性の審査、候補者

名簿の作成 

・職員の任免は任命権者（各大臣等）が行使＜各府

省の人事当局＞ 

・各府省の局長等の任免に当たって内閣承認（主な

ポストの任免は、さらに事前に閣議人事検討会議

を開催）＜内閣官房内閣総務官室＞ 

・本省庁の課長等以上への任用について公正性の確

保のための基準の要件を設定、基準の特例が必要

な場合の協議＜人事院人材局＞ 

・人事評価に基づき、標準職務遂行能力と官職につ

いての適性を有すると認められる者から昇任等

が行われる制度の運用方針（採用昇任等基本方

針）を閣議決定＜総務省人事・恩給局＞（平成21

年７月までに施行） 

➣国の行政機関の内外から多様かつ高

度な能力・経験を有する人材の登用 

 

公募に付する幹部職員等の職の

数の目標を定めた公募任用の推

進 

 

・各府省における、専門性や多様な経験を有する民

間人材の選考採用のための公募や試験の一部を

支援＜人事院人材局＞ 

・部内公募は、各府省が独自の取組として府省内を

対象とした公募を実施 

➣幹部職員等の任用、給与その他の処

遇の弾力化  

 ・昇任、分限の基準を設定、一定の場合の協議等＜

人事院人材局＞ 

・給与については、労働基本権制約の代償措置とし

て、人事院が給与法改正を国会・内閣に勧告する

とともに、人事院規則を制定・改定＜人事院給与

局＞ 

官僚内閣制 

官僚が大臣と国会議員を動かし

ながらイニシアチブを取っている 

 

各省割拠主義 

① 採用試験の区分により幹部候

補が事実上固定され同期が横並

び的に昇進していく「キャリ

ア・システム」 

② 低い官民の流動性等の要因に

より、公務員の人事が府省等機

関別に固定化され、「公務員共

同体意識」が醸成、縦割り行政

（各省割拠主義）の弊害を生む 

○このような状況下で、以下の

ような問題も起きている。 

  ・年功型賃金 

   年功型賃金が公務員の流

動性を阻害し、適材適所の

人事の妨げとなっている 

  ・早期退職勧奨慣行 

    早期退職勧奨慣行が無理

な再就職あっせんの原因と

なっており、職員の自発的

なキャリア設計を阻害して

いる 

  ・国際競争力の低下 

    国際社会における我が国

の存在感が低下している。

国際機関の幹部職員に占め

る日本人が少なすぎる 

 

分散している人事行政担当部局 

人事行政を所管している部局

がばらばらに分かれており、人

事行政が硬直化している 

１ 議院内閣制の下、国

家公務員がその役割を

適切に果たすこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➣管理職員の選考基準の作成・運用管

理 

管理職員の選考基準の作成・運用

管理 

・本省庁の課長等以上への任用について公正性の確

保のための基準の要件を設定、基準の特例が必要

な場合の協議＜人事院人材局＞ 

・人事評価に基づき、標準職務遂行能力と官職につ

いての適性を有すると認められる者から昇任等

が行われる制度の運用方針（採用昇任等基本方

針）を閣議決定＜総務省人事・恩給局＞（平成21

年７月までに施行） 
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課題認識 基本理念 必要とされる機能 基本法に規定される人事局の役割 備考（関連制度の現状等） 

➣幹部職員等の定数の設定・改定 幹部職員等の定数の設定・改定 ・機構、定員の新設改廃審査＜総務省行政管理局＞

・職務の複雑、困難及び責任の度に基づき、各ポス

トを職務の級に格付（級別定数の設定等）＜人事

院給与局＞ 

・機構、定員、級別定数等を踏まえつつ、予算を作

成＜財務省主計局＞ 

管理職員の府省横断的配置換の

調整 

幹部候補育成課程対象者の府省

横断的配置換の調整 

幹部職員等以外の職員の府省横

断的配置の指針作成 

・閣議決定に基づき、府省間の人事交流を推進＜内

閣官房内閣総務官室、総務省人事・恩給局＞ 

・人事評価に基づき、標準職務遂行能力と官職につ

いての適性を有すると認められる者から昇任等

が行われる制度の運用方針（採用昇任等基本方

針）を閣議決定＜総務省人事・恩給局＞（平成21

年７月までに施行） 

③府省横断的な職員の育成及び活用 

幹部職員、管理職員、育成課程対

象者の人事情報管理 

・人事交流、内閣官房等の人材登用等のため、人材

情報データベースを構築＜総務省人事・恩給局＞

④政官関係の透明化 

 ➣記録作成・管理、情報公開 

 ・「政と官の在り方」(H14閣僚懇申合せ)を踏まえ、

各大臣の判断と指示のもとに対応 

①多様で優秀な人材を登用する採用試験

➣総合職、一般職、専門職試験 

 ➣院卒者、中途採用試験 

 ・Ⅰ種（13区分）、Ⅱ種（11区分）、Ⅲ種（8区分）、

国税専門官、労働基準監督官等の採用試験、中途

採用者選考試験等を企画・実施＜人事院人材局＞

幹部候補育成課程に関する基準

作成・運用管理  

 ②管理職員としてその職責を担うにふさ

わしい能力・経験を有する職員の総合

的・計画的育成 

➣幹部候補育成課程の整備 

幹部候補育成課程対象者の政府

全体を通ずる研修の企画立案･実

施 

・行政の中核となるべき人材を育成するための研修

等を企画・実施＜人事院人材局＞ 

・内閣の基本的な方針、重要施策の理解等のための

啓発事業を実施＜総務省人事・恩給局＞ 

２ 多様な能力・経験を

持つ人材の登用・育成 

③高度の専門的な知識経験を持つ者の内

外からの登用、能力発揮 

➣兼業及び給与の在り方の見直し 

 ・営利企業の役員等との兼業承認の基準設定、本省

課長級職員以上の兼業の承認＜人事院職員福祉

局＞ 

・その他の兼業の許可の基準の設定、本省課長級職

員以上の兼業の許可＜総務省人事・恩給局＞ 

・一般職任期付職員法、人事院規則1-24等に基づく

専門的な知識経験等を有する民間人材の採用・給

与についての基準設定、一定の場合の協議＜人事

院人材局、給与局＞ 

 

 

 

３ 官民の人材交流を推

進、官民の人材の流動

性を高める 

①官民人材交流の推進 官民人材交流の推進 ・官民人材交流の円滑な実施のための支援を実施（未

施行）＜内閣府官民人材交流センター＞ 

・官民人事交流法の円滑かつ効果的な運用のための

＜再掲＞ 

 

官僚内閣制 

官僚が大臣と国会議員を動かし

ながらイニシアチブを取っている 

 

各省割拠主義 

① 採用試験の区分により幹部候

補が事実上固定され同期が横並

び的に昇進していく「キャリア・

システム」 

② 低い官民の流動性等の要因に

より、公務員の人事が府省等機 

関別に固定化され、「公務員共 

同体意識」が醸成、縦割り行政 

（各省割拠主義）の弊害を生む 

○このような状況下で、以下の 

ような問題も起きている。 

  ・年功型賃金 

   年功型賃金が公務員の流

動性を阻害し、適材適所の 

人事の妨げとなっている 

  ・早期退職勧奨慣行 

    早期退職勧奨慣行が無理

な再就職あっせんの原因と

なっており、職員の自発的 

なキャリア設計を阻害して

いる 

  ・国際競争力の低下 

    国際社会における我が国

の存在感が低下している。 

国際機関の幹部職員に占め

る日本人が少なすぎる 

 

分散している人事行政担当部局 

人事行政を所管している部局

がばらばらに分かれており、人 

事行政が硬直化している 
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課題認識 基本理念 必要とされる機能 基本法に規定される人事局の役割 備考（関連制度の現状等） 

②民間企業の業務と倫理の習得 

➣幹部候補育成課程対象者に民間機関

等の勤務経験を付与 

 基本方針を策定＜総務省人事・恩給局＞ 

・官民人事交流法に基づき、人事交流の適正な運用

を確保するため、交流基準を定め、人事交流を希

望する民間企業を公募＜人事院人材局＞ 

・各省の実施する民間派遣研修について枠組みを設

定＜人事院人材局＞ 

・啓発事業として、国家公務員の民間企業への派遣

を実施<総務省人事・恩給局＞ 

③官民の人材の流動性の向上 

➣給与･退職手当･年金等見直し、官民

人事交流法の手続簡素化・対象拡大

 ・一般職任期付職員法、人事院規則1-24等に基づく

民間人材の採用・給与についての基準設定、一定

の場合の協議＜人事院人材局、給与局＞ 

・中途採用者、任期付採用者の増を踏まえた退職手

当支給率見直し＜総務省人事・恩給局＞ 

・厚生年金制度の見直し等を踏まえ、国家公務員共

済組合制度を見直し＜財務省主計局＞ 

・官民人事交流法の改正について意見申出、同法の

適正な運用を確保するための交流基準の設定・交

流計画の認定＜人事院人材局＞。官民人事交流法

の改正（交流採用者の企業との身分併用を可能

に）＜総務省人事・恩給局＞ 

①国際対応に重点を置いた採用  ・各府省における、専門性や多様な経験を有する民

間人材の選考採用のための公募や試験の一部を

支援＜人事院人材局＞ 

・人事評価に基づき、標準職務遂行能力と官職につ

いての適性を有すると認められる者から昇任等

が行われる制度の運用方針（採用昇任等基本方

針）を閣議決定＜総務省人事・恩給局＞（平成21

年７月までに施行） 

４ 国際社会の中で国益

を全うし得る高い能力

を有する人材を確保・

育成 

②管理職員の国際感覚の醸成 

➣幹部候補育成課程対象者に国際機関

等へ勤務経験を付与 

 ・人事交流推進の一環として、国際機関派遣、在外

公館出向等を推進＜内閣官房内閣総務官室、総務

省人事・恩給局＞ 

・国際機関への派遣公務員の給与の基準の設定、５

年超の派遣の協議＜人事院人材局、給与局＞ 

５ 国民全体の奉仕者と

しての職業倫理の確

立、能力・実績に基づ

く適正な評価 

①人事評価 

 ➣国民の立場に立ち職務を遂行する態

度等の職業倫理を評価基準に設定 

 ➣組織目標を踏まえた業績目標の設定

 ➣評価結果の本人開示等 

 ・各府省が実施する人事評価の枠組みとなる人事評

価の基準及び方法等に関する政令等を策定＜総

務省人事・恩給局＞上記政令に意見＜人事院＞

（平成21年７月までに施行） 

・ 各府省が上記政令を踏まえ評価項目等を設定し、

人事評価を実施 

＜再掲＞ 

 

官僚内閣制 

官僚が大臣と国会議員を動かし

ながらイニシアチブを取っている 

 

各省割拠主義 

① 採用試験の区分により幹部候

補が事実上固定され同期が横並

び的に昇進していく「キャリア・

システム」 

② 低い官民の流動性等の要因に

より、公務員の人事が府省等機 

関別に固定化され、「公務員共 

同体意識」が醸成、縦割り行政 

（各省割拠主義）の弊害を生む 

○このような状況下で、以下の 

ような問題も起きている。 

  ・年功型賃金 

   年功型賃金が公務員の流

動性を阻害し、適材適所の 

人事の妨げとなっている 

  ・早期退職勧奨慣行 

    早期退職勧奨慣行が無理

な再就職あっせんの原因と

なっており、職員の自発的 

なキャリア設計を阻害して

いる 

  ・国際競争力の低下 

    国際社会における我が国

の存在感が低下している。 

国際機関の幹部職員に占め

る日本人が少なすぎる 

 

分散している人事行政担当部局 

人事行政を所管している部局

がばらばらに分かれており、人 

事行政が硬直化している 

幹部候補育成課程に関する

基準作成・運用管理 

幹部候補育成課程に関する

基準作成・運用管理 
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課題認識 基本理念 必要とされる機能 基本法に規定される人事局の役割 備考（関連制度の現状等） 

 

②信賞必罰の徹底 

 ➣守秘義務違反等の懲戒処分の適正・

厳格な実施の徹底 

➣国家賠償法に基づく求償権の適正・

厳格な行使の徹底 

 ・各府省が行う懲戒処分の指針を策定するとともに、

各府省から懲戒処分の報告を受け、必要な指導＜

人事院職員福祉局＞ 

・職員の服務規律を確保、国家公務員倫理審査会の

意見を聴いて国家公務員倫理規程を改廃＜総務省

人事・恩給局＞ 

・服務の根本基準、政治的行為の制限等に関する規

則の制定、必要な指導＜人事院職員福祉局＞ 

・国家公務員倫理規程の改廃についての意見申出、

任命権者の行う倫理法違反に係る懲戒処分につ

いての承認、贈与等報告書等の審査＜人事院国家

公務員倫理審査会＞ 

・国家賠償法に基づく求償権は、国の債権の管理等

に関する法律、会計法等に基づき各府省が行使 

①公務効率向上意識の導入 

➣業務簡素化計画の策定 

➣職員の超過勤務状況を管理者の人事

評価に反映 

 ・超過勤務縮減、年次休暇の計画的使用の促進等の

労働時間短縮対策を推進＜総務省人事・恩給局、

人事院職員福祉局＞ 

・各府省が実施する人事評価の枠組みとなる人事評

価の基準及び方法等に関する政令等を策定＜総

務省人事・恩給局＞上記政令に意見＜人事院＞

（平成21年７月までに施行） 

 

②優秀な人材の国の行政機関への確保 

➣初任給引上げ 

➣能力実績に応じた処遇の徹底を目的

とした給与、退職手当の見直し等 

 

 ・労働基本権制約の代償措置として、必要な給与法

改正を国会・内閣に勧告するとともに、人事院規

則を制定・改定＜人事院給与局＞ 

・人事院勧告を受けて、財政事情・経済社会情勢・

国民世論等を勘案し、給与関係閣僚会議（官房長

官、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、経済財

政担当大臣）の議を経て、給与法を改正。官民比

較に基づき、退職手当法を改正＜総務省人事・恩給局＞ 

６ 能力・実績に 応じ

た処遇の徹底、仕事と

生活の調和を図ること

ができる環境の整備、

男女共同参画社会の形

成 

③雇用と年金の接続 

 ➣定年まで勤務できる環境整備 

 ➣再任用制度の活用拡大 

 ➣定年の65歳への段階的引上げを検討

➣高齢職員の給与抑制等を検討 

 ・早期退職慣行の是正の取組み＜内閣官房内閣総務

官室・総務省人事・恩給局＞ 

・年金支給開始年齢引上げに対応した再任用制度、

定年制度の在り方を検討中＜人事院職員福祉局、

総務省人事・恩給局＞ 

・退職管理の適正化のため、「退職管理基本方針」

を策定＜総務省人事・恩給局＞ 

＜再掲＞ 

 

官僚内閣制 

官僚が大臣と国会議員を動かし

ながらイニシアチブを取っている 

 

各省割拠主義 

① 採用試験の区分により幹部候

補が事実上固定され同期が横並

び的に昇進していく「キャリア・

システム」 

② 低い官民の流動性等の要因に

より、公務員の人事が府省等機 

関別に固定化され、「公務員共 

同体意識」が醸成、縦割り行政 

（各省割拠主義）の弊害を生む 

○このような状況下で、以下の 

ような問題も起きている。 

  ・年功型賃金 

   年功型賃金が公務員の流

動性を阻害し、適材適所の 

人事の妨げとなっている 

  ・早期退職勧奨慣行 

    早期退職勧奨慣行が無理

な再就職あっせんの原因と

なっており、職員の自発的 

なキャリア設計を阻害して

いる 

  ・国際競争力の低下 

    国際社会における我が国

の存在感が低下している。 

国際機関の幹部職員に占め

る日本人が少なすぎる 

 

分散している人事行政担当部局 

人事行政を所管している部局

がばらばらに分かれており、人 

事行政が硬直化している 
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・退職管理の適正化のため、厳格な行為規制を導入

＜内閣府再就職等監視委員会、内閣府官民人材交

流センター、総務省人事・恩給局＞（一部未施行）
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課題認識 基本理念 必要とされる機能 基本法に規定される人事局の役割 備考（関連制度の現状等） 

７ 政府全体を通ずる国

家公務員の人事管理に

ついて国民に説明する

責任を負う体制を確立 

①政府全体を通ずる国家公務員の人事管

理について、国民に説明する責任 

 

 

政府全体を通ずる国家公務員の

人事管理について、国民に説明す

る責任 

 

・内閣官房、内閣府、総務省、人事院、財務省が、

所掌の範囲内で国民に説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

①国民に開かれた自律的労使関係制度 

➣（使用者機関としての）内閣の人事

機能の強化 

➣労使関係の透明性の確保 

 

 ・給与、勤務時間等の勤務条件に関して、労働基本

権制約の代償措置として、人事院が国会・内閣に

勧告・意見の申出を行い、法律で決定 

・法律の委任に基づき、人事院規則により勤務条件

に関する基準を設定 

・交渉事項について適法に管理し、または決定する

ことのできる当局（各府省の人事当局、総務省人

事・恩給局等）が、職員団体と会見、交渉してい

る 

 


